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主管省庁局名 国土交通省道路局

 関係法令等 道路法

26　地域の課題に対応する道路整備の促進について
県担当課（室）　道路政策課，高規格道路課

【徳島県の現状と課題】

【徳島発の政策提言】

平成23年度政府予算編成に向けて 

《民主党政策集(INDEX2009)》（P43）
 ◇　道路行政等の抜本改革
 　・新たな事業評価方式の策定。
　　
《新成長戦略（基本方針）》（P16）
 ◇　観光立国・地域活性化戦略
 　・定住自立権構想の推進，過疎地域の自立・活性化支援。

《現状》
　■　道路整備における事業評価について，３便益以外の要素（命の道，観光振興等）を国

土交通省内で検討　(国土交通委員会 前原大臣答弁 H21.11.18) 。 
　■　国土交通省所管公共事業の事業評価実施要領が改定され，地方の意見の反映，第三

者による事前審査の充実等が導入　(H21.12.24)。
　■　徳島には，豊かな自然環境，独自の歴史・文化や食料品などの貴重な地域資源が存

在するが，社会資本整備が十分でなく，そのポテンシャルが活かされていない。
　
《課題》
　◆　現行の事業評価手法では，地域の実情や地域毎の課題を反映できない。
　◆　地方都市部の交通渋滞の解消を図る幹線道路，安全で安心な幹線道路など，最低限

の社会資本の整備は，地域の活性化に必要不可欠である。

《具体的内容》　
　①　地方が行う事業において，地域の実情や課題が反映できるよう「新たな事業評価方

式」を策定すること。
　
　　○従来の３便益に加え，貨幣価値換算が可能で合理性が認められる効果を便益項目と

して追加すること。
　
　　○道路整備が地方にもたらす波及効果については，地域の実情や固有の課題を総合的

に評価できる仕組みへと見直すこと。
　
　②　道路整備に必要な財源を確保し，地方の課題解消のための国直轄道路事業に重点配

分すること。
　
　　○地方都市の健全な発展のための交通渋滞の解消を図る幹線道路の整備促進
　　　・一般国道192号徳島南環状道路，一般国道55号阿南道路
　
　　○安全で安心な幹線道路の整備促進
　　　・一般国道55号牟岐バイパス
　　　・一般国道32号猪ノ鼻道路，改築防災(大歩危工区)
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主管省庁局名 法務省入国管理局，外務省領事局，国土交通省観光庁

 関係法令等 観光立国推進基本法

27　「医療観光」の推進について
県担当課（室）　観光企画課

【徳島県の現状と課題】

　

【徳島発の政策提言】

平成23年度政府予算編成に向けて 

《新成長戦略（基本方針）》（P9，15）
 ◇　ライフ・イノベーションによる健康大国戦略
・アジアの富裕層等を対象とした健診，治療等の医療及び関連サービスを観光とも連
携して促進していく。　

 ◇　観光立国・地域活性化戦略 
 　 ～観光立国の推進～
・今後，アジアからの訪日観光客を始めとした各国からの訪日外国人の増加に向けて，
訪日観光査証の取得容易化，魅力ある観光地づくり等を図ることにより，訪日外国
人を2020年初めまでに2,500万人，将来的には3,000万人まで伸ばす。

《現状》
　■　世界の糖尿病人口は増加の一途をたどっており，2030年には，アジアが世界の糖尿

病人口の半数を占める。
　■　本県は，先進的な医療サービス（糖尿病治療）と豊かな地域資源（観光・食材）を

組み合わせ，新たなビジネスモデルとなる医療観光の取組みを進めており，本年３月
には，中国からのモニターツアーを実施し，さらに，５月からは上海万博において，積
極的に情報発信し，旅行商品化を進めている。

　■　慢性疾患（糖尿病）を対象とした医療観光の取組みは，全国初である。
　
《課題》
　◆　魅力的な旅行商品の開発のためには，モニタリング調査を繰り返すなど商品改良に

向けた継続した取組みが不可欠である。
　◆　国の「インバウンド医療観光に関する研究会」において，患者受入などの実証事業

が行われているが，糖尿病のような慢性疾患については，対象分野とされていない。
　◆　中国においては，昨年７月から，訪日個人観光査証の発給が開始されたが，医療観

光については，短期商用査証での対応となるため，日本側からの招へいが必要となる
など，手続きが煩雑である。観光目的での滞在中に，疾病等により医療を受けること
は，通常の行為であり，観光目的としての対応が求められる。

　◆　今回のモニターツアーでは，入国審査に時間を要するなど，商品化に向けた課題も
浮かび上がってきた。

《具体的内容》　
　①　本県が進める医療観光の取組みは，新成長戦略（健康大国・観光立国）を推進してい

く上でのモデル事例となるものであり，国において，実証事業として，取り組むこと。　
　②　医療観光を目的とした訪日外客に対しては，短期商用査証ではなく，観光査証で対

応するよう運用を改めるとともに，個人観光査証の交付要件の緩和あるいは査証の免
除についても検討すること。　

　③　訪日外国人の増加に向け，地方空港を効率的に活用するため，国際空港と同様のス
ムーズな入国審査が行われるよう，態勢を整備すること。
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主管省庁局名 農林水産省農村振興局，国土交通省観光庁

 関係法令等 観光立国推進基本法，観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律

28　「観光圏」などにおける平日の観光入込対策について
県担当課（室）　観光企画課，農村振興課

【徳島県の現状と課題】

【徳島発の政策提言】

平成23年度政府予算編成に向けて 

《民主党政策集(INDEX2009)》（P40）
 ◇　地域活性化に立脚した観光政策
・各地域の魅力向上に向けたまちづくり，景観形成，農山村や里山づくりなどを進め，
地方公共団体と地域住民が主体となった観光政策への取組みを支援。　

《平成２２年度国予算の内容》
◇　観光圏整備の取組みを総合的に支援することにより，国際競争力の高い魅力ある観
光地づくりを推進するとともに地域の活性化を目指す。　

《新成長戦略（基本方針）》（P15）
 ◇　観光立国・地域活性化戦略
・国際競争力の高い魅力ある観光地づくり等を通じた国内の観光需要の顕在化等の
総合的な観光政策を推進。

《現状》
　■　「にし阿波観光圏」においては，地域の魅力を活用した国内外からの観光誘客を進め，

滞在型観光を推進し，地域経済の活性化や雇用の創出につなげようと，国の支援をい
ただきながら，官民一体となって積極的に取り組んでいる。

　■　高速道路のＥＴＣ休日特別割引等により，週末を中心に主要観光地の観光入込客数
が大きく伸びている。　

《課題》
　◆　当該観光圏は，空港やターミナル駅などの交通拠点から離れた地域にあり，更なる

観光誘客に向け，二次交通の整備が大きな課題であるが，現行制度では対応できてい
ない。

　◆　また，将来のリピーターにもつながる若年層をターゲットにした教育旅行の誘致や
平日の主な観光客となる団塊の世代など高齢者を想定した着地型観光メニュー作りが
欠かせない。

《具体的内容》　
　①　観光圏への交通アクセスを向上し来訪促進につなげるため，空港やターミナル駅な

ど観光圏の区域外の交通拠点と圏域を結ぶ二次交通の整備について，新たな補助制度
を構築するなど，積極的に支援すること。

　
　②　平日の滞在促進を図るため，国において支援を強化すること。　
　　・国内外からの教育旅行の受入が促進されるよう，人材育成や体験メニュー開発など

総合的な支援制度を構築すること。　
　　・着地型観光の更なる推進に向け，団塊の世代などがゆっくりと農山漁村で滞在でき

るよう，産直市や農村体験宿泊施設，温浴施設などのネットワーク構築への支援や
エージェント業務を担う地域のワンストップ窓口の整備・運営に対して支援するこ
と。
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主管省庁局名 文部科学省スポーツ・青少年局

 関係法令等 スポーツ振興法

29　スポーツ振興について
県担当課（室）　県民スポーツ課

【徳島県の現状と課題】

【徳島発の政策提言】

平成23年度政府予算編成に向けて 

《民主党政策集(INDEX2009)》（P25）
 ◇　地域スポーツリーダーの養成
・誰もが，どこでも，スポーツに親しめる環境を整備し，子どもから高齢者までさま
ざまな種目に，年代に応じて参加できる機会を確保する。
・トップアスリートが引退後もその経験を活かせる環境を整備し，指導者の育成や，
外部コーチ派遣制度の確立，スポーツ少年団への支援等を推進する。

　
《平成２２年度国予算の内容》
 ◇　文部科学省　スポーツ立国の実現を目指したスポーツ振興
 　　　　　　　　地域のスポーツ環境整備の推進（845,441千円）
　
《新成長戦略（基本方針）》（P24，26）
 ◇　 ｢出番｣と｢居場所｣のある国・日本
 　・地域雇用創造と｢ディーセント・ワーク（人間らしい働きがいのある仕事）｣。
 ◇　子どもの笑顔あふれる国・日本
 　・質の高い教育による厚い人材層。

《現状》
　■　市町村単位に総合型クラブが創設されているが，優秀な指導者の不足をはじめとす

る要因により，競技力向上に必ずしも結びついていない状況にある。
　■　トップアスリートが引退後，優れた経験を活かして次世代のスポーツ界を担う人材

の指導に集中できる環境が整備されていない。
　
《課題》
　◆　学校の部活動中心のアスリート養成では，学校段階ごとに指導が分断され，一貫指

導がおこなわれにくいことから，総合型スポーツクラブを核とした環境整備が必要で
ある。

　◆　幼児期からの一貫指導によってトップアスリートが育つ環境整備には，優秀な指導
者の確保の観点から，「広域スポーツセンター」と「総合型クラブ」の連携 が不可欠
である。

《具体的内容》　
　　次代のトップアスリートを育成する「人材循環システム」の構築について　
　①　引退したトップアスリートを雇用した「トップアスリートバンク」を創設し，スポー

ツ指導者として養成すること。　
　②　都道府県の「広域スポーツセンター」を「トップアスリートバンク」のサテライト

として位置づけ，養成した指導者を地域のニーズに応じて配置し，総合型スポーツク
ラブや学校に派遣するなどのモデル事業を創設すること。

　　　また，企業スポーツの受け皿が少なく，県主導で競技力向上に積極的に取り組む本
県において，モデル事業を実施すること。
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主管省庁局名 総務省自治財政局，文部科学省高等教育局，厚生労働省医政局・健康局

 関係法令等 医療法，医師法，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

30　地域医療提供体制の基盤強化について
県担当課（室）　医療政策課，地域医療再生室，感染症・疾病対策室，

病院局総務課 　　　　　　　　　　　　　　　　　

【徳島県の現状と課題】

【徳島発の政策提言】

平成23年度政府予算編成に向けて 

《具体的内容》　
　①　地域医療提供体制の基盤強化に向けた取組みについて　
　　○国として，「医師養成数の増加」等の取組みを着実に進めるとともに，　
　　　・本県の「総合メディカルゾーン構想」　
　　　・近畿各府県とともに検討を進めている「ドクターヘリの共同運航」

　　　のような，地域の実情に応じて地方が実施する特色ある取組みを，「新成長戦略（実
行計画）」に位置付けて積極的に支援すること。　

　② 「総合メディカルゾーン構想」の推進について 　
　　○全国に先駆けた「高度・専門的医療の集約化」のモデルとなる「総合メディカルゾー

ン構想」を推進するため，県立病院と大学病院の間において，　
　　　・「検査業務の一体的実施」や「高度医療機器の共同利用」　
　　　・医師をはじめ医療スタッフが「相互の病院における診療」

　　　を行う場合について，各種制度の弾力的運用を可能とすること。　
　③　新型インフルエンザ対策について　
　　・病原性の強い新型インフルエンザが発生した場合に，医療機関や医療従事者を確保

するため，国の責任において全国一律の休業補償等の制度を創設すること。

《民主党マニフェスト》（P18，19）
 ◇　医療崩壊を食い止め，国民に質の高い医療サービスを提供する
 ◇　新型インフルエンザ等への万全の対応，がん・肝炎対策の拡充
　　
《平成２２年度国予算の内容》
 ◇　診療報酬改定：医科について+1.74％のプラス改定
　　
《新成長戦略（基本方針）》（P8～10）
 ◇　ライフ・イノベーションによる健康大国戦略
・医師養成数の増加，勤務環境や処遇の改善により勤務医や医療従事者を確保する。
また，医療機関の機能分化と高度・専門的医療の集約化等を加速させ，質の高い医
療サービスを安定的に提供できる体制を整備する。

《現状と課題》
　■　今回の診療報酬改定において本県が要望していた「勤務医の処遇改善」が図られる

など，国において地域医療の確保に向けた実効性のある取組みが開始された。
　■　次なる課題は，本県の「総合メディカルゾーン構想」のような，各地域の実情や特

性に応じた取組みを推進することにより，地域医療の基盤強化を図ることである。
　■　また，今回の新型インフルエンザは弱毒性であったため，医療体制が崩壊すること

なく対応できているが，強毒性への変異や病原性の強い新型インフルエンザが発生し
た場合には十分な医療体制が確保できないおそれがある。



－64－

＜参考＞



－65－

主管省庁局名 厚生労働省健康局

 関係法令等 がん対策基本法

31　がん対策の充実について
県担当課（室）　健康増進課

【徳島県の現状と課題】

【徳島発の政策提言】

平成23年度政府予算編成に向けて 

《具体的内容》　
　①　がん患者の在宅での療養生活を支援するための体制整備について
　　○在宅緩和ケアチームを認定する制度の創設　
　　　・地域における在宅緩和ケアシステムを拡大するために，病院における緩和ケア

チームと同様に，多職種からなる在宅緩和ケアチームを認定する制度を創設する
とともに，診療報酬に反映させること。　

　　○在宅療養支援サービスの拡充　
　　　・在宅緩和ケアチームをサポートするため，緊急時や疼痛緩和のために入院する施

設の整備促進，連携に必要な在宅緩和ケアパスの導入，在宅療養支援サービス機
関の拡充を図るための誘導策を講ずること。　

　②　子宮頸がんワクチンの接種に係る助成制度の創設について　
　　・子宮頸がんは，女性の命に関わる重要な問題であるが，ワクチン接種の公費負担に

ついては，地方においてそれぞれ制度設計を行うと，地方にバラツキが生じ，著し
く公平性に欠けるため，がん予防を積極的に推進する観点から，早期に，子宮頸が
んに関するワクチン接種について，国の助成制度を創設し，ワクチン接種の普及に
努めること。

《民主党マニフェスト》（P19）
 ◇　年金・医療（がん・肝炎対策の拡充）
・がん，肝炎など特に患者の負担が重い疾病等について，支援策を拡充する。
・乳がんや子宮頸がんの予防・検診を受けやすい体制の整備などにより，がん検診
受診率を引き上げる。子宮頸がんに関するワクチンの任意接種を促進する。

《現状》
　■　徳島県では，「がん対策」の取り組みをさらに加速させ，総合的に展開するため，平

成22年3月に「徳島県がん対策推進条例」を制定し，特に「女性特有のがん対策の推
進」，「緩和ケアの推進」，「在宅医療等の推進」を条項立てをし，しっかりと取り組ん
でいくこととしている。

　■　徳島県では，地域医療再生計画において，徳島大学病院と徳島県立中央病院からな
る「総合メディカルゾーン」に平成22年度より「がん対策センター」を設置し，在宅
緩和ケアを含め本県のがん医療をリードしていくこととしている。

　■　子宮頸がんは唯一ワクチン予防のできるがんとされ，平成21年10月に予防ワクチン
が国内で初めて承認され，12月からワクチン接種が開始されている。　

《課題》
　◆　これからのがん対策推進に当たっては，集学的治療（手術・化学療法・放射線照射・

免疫療法などを組み合わせて行う治療法）の整備とともに，がん患者のための在宅療
養支援システムの整備が喫緊の課題であり，これを誘導するための施策が必要である。

　◆　ワクチン接種は３回必要で，自己負担額は，５～６万円と高額であり，また，有効と
されている11歳から14歳頃の女児や保護者に対する「正しい知識の普及」を図ること
が重要である。
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主管省庁局名 総務省自治財政局，文部科学省初等中等教育局

 関係法令等 公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律，公立高等学校の適正配置及び教

職員定数の標準等に関する法律

32　教員が子どもと向き合う時間を確保するための環境づくり
について

県担当課（室）　教育総務課

【徳島県の現状と課題】

【徳島発の政策提言】

平成23年度政府予算編成に向けて 

《具体的内容》　
　①　少人数学級編制のための定数措置を充実させること。
　
　　・教員が子ども一人ひとりと向き合う時間を確保し，全ての児童生徒に多様できめ細

やかな教育を行うため，定数法による学級編制の基準を３０人（特別支援学級は６
人）とすること。

　
　②　学校の組織運営体制や指導体制の充実を図るための加配措置を講じること。
　
　　・組織的，機動的な学校運営が行われるよう，義務教育に加え，高校においても主幹

教諭の加配措置を講じること。

《民主党マニフェスト》（P18）
 ◇　15．全ての人に質の高い教育を提供する
・教員が子どもと向き合う時間を確保するため，教員を増員し，教育に集中できる環
境をつくる。

　
《民主党政策集(INDEX2009)》（P22）
 ◇　教員の質（養成課程を６年制に）と数の充実
・教員が子どもと向き合う時間を確保し，教育に集中できる環境をつくるため，経済
協力開発機構（ＯＥＣＤ）加盟の先進国平均水準並みの教員配置（教員一人あたり
生徒16.2人）を目指し，少人数学級を推進する。

　
《平成２２年度国予算の内容》
 ◇　義務教育費国庫負担金 1,593,767百万円
　
《新成長戦略（雇用・人材戦略）》（P26）
 ◇　子どもの笑顔あふれる国・日本
 　・質の高い教育による厚い人材層。

《現状》
　■　教職員定数が年々減少し，教育に関する諸課題に対応した地方独自の取組を進める

には厳しい状況にある中，徳島県では，小学１・２年生及び中学１年生の３５人学級や
副校長・主幹教諭等の計画的な配置を推進している。

　
《課題》
　◆　教員が子ども一人ひとりと向かい合い，きめ細やかな教育を進めるためには，少人

数学級の推進を図るとともに，学校の組織運営体制や指導体制の充実など教員の負担
の軽減を図る体制を整備する必要がある。
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主管省庁局名 文部科学省初等中等教育局

 関係法令等 学校教育法，特別支援学校への就学奨励に関する法律

33　ともに生き，ともに学ぶ特別支援教育について
県担当課（室）　特別支援教育課

【徳島県の現状と課題】

【徳島発の政策提言】

平成23年度政府予算編成に向けて 

《民主党マニフェスト》（P18）
 ◇　全ての人に質の高い教育を提供する
　
《民主党政策集(INDEX2009)》（P22，24）
 ◇　インクルーシブ（共に生き共に学ぶ）教育の推進
 ◇　学校教育環境の整備
　
《平成２２年度国予算の内容》
 ◇　特別支援教育就学奨励費負担等 7,472百万円
 ◇　特別支援学校における医療的ケア体制整備事業 3百万円

《現状》
　■　障害のある子どもを養育するには，様々な支援が必要とされる上に，経済的に困窮

している保護者が増え，新入学学用品の購入などに要する費用への負担が重くなって
いる。

　■　本県の県立高等学校には，発達障害等による支援の必要な生徒が約2.6%在籍するこ
とから，教育環境整備は喫緊の課題である。本県では，国の財政措置を待たず，平成
22年度は，モデル的に特別支援教育支援員２名を配置する。

　■　特別支援学校には，たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアを必要とする幼児・児
童生徒が在籍しているが，法令上，教員は医療的ケアを行うことができない。そこで，教
員定数を活用して看護師を配置し，医療的ケアを実施している。

　
《課題》
　◆　高等学校の授業料の無償化が行われる一方で，就学奨励費については，対象経費毎

に配分限度額が定められるなど，特別支援学校就学生の保護者負担が年々増えている。
　◆　高等学校においても，生徒のニーズに応じ，特別支援教育支援員を計画的に配置で

きるよう教育環境の整備が必要である。
　◆　教員定数を活用して看護師を配置しているため，看護師は教員として授業も担当し，

医療的ケアだけに専念することができない。

《具体的内容》
　①　特別支援学校においては就学に必要な経費に対する補助等が行われてきたが，高等

学校の授業料が無償化されることから，就学に係る経済的負担のさらなる軽減を図る
ため，特別支援教育就学奨励費における配分限度額を撤廃するとともに，全額国庫負
担とすること。

　
　②　高等学校に特別支援教育支援員を計画的に配置できるようにするため，学校教育法

等に位置づけるなど，制度を整備すること。
　
　③　医療的ケアの必要な幼児・児童生徒が在籍する特別支援学校に看護師を配置できる

ようにするため，栄養教諭のように，学校教育法等に位置づけるなど制度を整備する
こと。
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主管省庁局名 文部科学省初等中等教育局・生涯学習政策局

 関係法令等 公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律

34　就学援助制度の高校生への拡大について
県担当課（室）　学校政策課

【徳島県の現状と課題】

【徳島発の政策提言】

平成23年度政府予算編成に向けて 

《平成２２年度国予算の内容》

 ◇　公立高校の授業料無償化及び高等学校等就学支援金の創設　3,933億円

　

《新成長戦略（基本方針）》（P26）

 ◇　質の高い教育による厚い人材層 

・高校の実質無償化により，社会全体のサポートの下，すべての子どもが後期中等教

育を受けられるようにする。 

《現状》

　■　平成22年度から公立高等学校授業料の不徴収が行われる。

　■　義務教育については就学援助制度（要保護・準要保護）があるが，高校生段階では

生活保護の高等学校等就学費だけであり，準要保護に該当する制度がない。

　
《課題》

　◆　低所得世帯のうち，授業料の減免を受けていないものについては，授業料の不徴収

により授業料の負担は解消されたが，それ以外の経費（入学金，教科書費，学用品等）

の負担が残っており，教育費の負担の軽減には至っていない。

　◆　授業料の減免を受けていた世帯については，授業料の不徴収の恩恵を受けていない。

　◆　授業料が不徴収となっても世帯収入に占める教育費の割合は，低所得世帯について

は，高い割合となっている。

《具体的内容》　
　①　経済的な理由により修学困難な生徒の修学の機会を確保するため，義務教育に準じ

て高等学校段階における就学援助制度を創設すること。
　

　　・給付要件については，地域ごとの所得水準や世帯の状況を考慮する必要があること

から，地方公共団体の一定の裁量を認めること。
　

　　・給付については，例えば，実費払いや領収書の提出など，給付された額が授業料以

外の教育費に確実に使用される仕組みとすること。
　

　　・支給に要する経費については，地域格差をなくす必要があることから，国において

必要な財源措置を講ずること。
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主管省庁局名 文部科学省生涯学習政策局・初等中等教育局・スポーツ・青少年局

 関係法令等 教育基本法，社会教育法，教育振興基本計画

35　地域教育力の向上について
県担当課(室)　 生涯学習政策課，学校政策課，体育健康課

【徳島県の現状と課題】

【徳島発の政策提言】

平成23年度政府予算編成に向けて 

《民主党政策集(INDEX2009)》（P7）

 ◇　ひもつき補助金の廃止と一括交付金化

　

《平成２２年度国予算の内容》

 ◇　学校・家庭・地域の連携協力推進事業　　補助率１／３　(13,093百万円）

　

《新成長戦略（基本方針）》（P25）

 ◇　教員の質の向上，民間人の活用を含めた地域での教育支援体制の強化

・教員の資質向上や民間人の活用を含めた地域での教育支援体制の強化等による教

育の質の向上。

《現状》

　■　国の「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」に係る補助対象事業は，「学校支援地

域本部事業」，「放課後子ども教室推進事業」，「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事

業」，「スクールソーシャルワーカー活用事業」，「スクールカウンセラー等活用事業」，

「家庭教育支援基盤形成事業」等に細分化されている。各種メニューを活用しながら

地域の教育力の再生に取り組んでいる。

　
《課題》

　◆　個々の事業を別々に実施するため，それぞれに推進機関を設置する必要がある。

　◆　個々の事業で運用方法に違いがあり，学校や地域が必要とする事業を，一体的・効

率的に実施しにくい。

　◆　国の事業の短期間改廃により，地域で効果を挙げつつある事業が廃止され，地域の

人材を活かし切れず，結果として，地域の教育力向上につながっていない。

　　　一方で，地方財政が逼迫する中，国の新制度に対応した予算化が難しい。

《具体的内容》　

　①　地域の教育力向上に向けた事業に重点的かつ継続的に取り組むことができるよう，

「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」を見直し，地域の実情に合わせ，総合的に

活用できる交付金の創設（例：地域教育力総合活用事業）を図ること。
　

　②　事業を効果的・効率的に行うため，統一的な推進機関が設置できるようにすること。

また，運用において，地方自らの創意工夫によりその実情に応じた支援人材や資源の

活用ができるようにすること。
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